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うること（mental and physical availability: easier to buy）によって決まるというのである（S7, pp.183―201）。
この点について，前記で紹介したホリスも同様に，通常のブランド商品の場合，「顧客が商品
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　ここでは，まず，その実態がどのようなものであるかについて，オーストラリアの同一商品
種に属すワインの 12 のブランド商品について，ジャーヴィス（Jarvis, W.）／ランギー（Rungie, C.）










ド商品 A と弱いブランド商品 B の場合，A 商品購入者は，当然，A 商品については，「知って
いる」あるいは「買ったことがある」と回答するが，B 商品については「全く知らない」とか
「買ったことがない」と回答する者が結構ある。
　これに対して B 商品購入者では，B 商品について当然，「知っている」「買ったことがある」
と回答すると同時に，A 商品についても，（それが高い市場占有率をもち，広く知られているものである
表 1：1 ワイン商品種内の 12 ブランドの状況
ブランド名 市場占有率 浸透度 購入頻度 100％ロイヤルティ顧客
ブランド 11 .31 .60 14.8 .06
ブランド 12 .21 .55 11.0 .04
ブランド 5 .14 .49 8.3 .05
ブランド 10 .08 .34 6.9 .02
ブランド 6 .06 .32 5.8 .02
ブランド 8 .05 .27 4.9 .04
ブランド 3 .04 .24 4.8 .02
ブランド 9 .03 .23 3.8 .01
ブランド 7 .03 .19 4.1 .02
ブランド 4 .02 .15 3.6 .01
ブランド 1 .02 .14 3.8 .01
ブランド 2 .02 .16 3.3 .02

































































解であった。例えば，レイチヘルド（Reichheld, F.）／サッサー（Sasser, W.）は , このことを強く主
張し，これまでの顧客を少なくとも 5% 引き留めることは，将来にわたり収益を 2 倍以上に高





が年 10% である場合には，平均的な顧客期間は 10 年間であるが，離脱率を 5% にできれば，














　例えば，顧客数 800 人の強いブランド商品 A と，顧客数 200 人の弱いブランド商品 B にお
いて，仮に B ブランド商品顧客のうち 100 人が，A ブランド商品の顧客に変わったとすると，
その離脱者率は B 商品では 50% である。しかし反対に，もし A ブランド商品の顧客 100 人が
















Bank SA 1.4 5.0
Adelaide Bank 0.8 7.0
平均 4.8
出所：S2, p.36.
116 経済理論　371号　2013年 3 月
　この「顧客ベースの拡大」の法則においてシャープが言わんとするところは，「ブランド成
長策は新規顧客の獲得に尽きる」ということである。かれは，この点はすでにリーベ（Riebe, E.） 









　例えば，「パレトの法則」（Pareto’s law）によれば，売上高の 80% は，20% の高比重顧客から




では 8 割を占めるにもかかわらず，その売上高が総売上高の 20% という低いものとされてい
るが，そもそもこれは全くの誤りで，そうしたことはない。
　例えば，コカ・コーラの場合，「平均的な購入者」は 1 年に 12 回（瓶もしくは缶）買うとされ
ているが，これは，いうまでもなく，それ以上を買うものと，それより少量しか買わない者と
の平均である。アメリカなどにおける顧客 1 人当たりの年間購入回数をみると，12 回以上買









るだけという人（従って飲んだことはあるが，自らの購入回数は 0 の人）で，12% 弱に及んでいる。次





















いるボディ・スプレーについての実態調査によると（S3, p.47），高比重的購入者の上位 20% が







初の調査で「どのブランド商品を好むか」を聞いておき，1 か月～ 1 年半後に再度同一対象者
に会って「どのブランド商品を好むか」を尋ねるものであった。結果は，表 3 のようであった。





　例えば，初回調査で最高割合であった 56％を得た A ブランドは，第 2 回調査では 71% で，
それは初回調査の数値（%）に 15（%）を加えた数値（56+15=71）であるが，一方，初回調査で

















ブランド名 初回回答率 レピート回答率 使用者率
A 56 71 41
B 30 54 13
C 27 48 13
D 22 37 5
E 20 37 7
F 17 42 12
G 16 38 14
H 15 34 4
I 14 31 1




これは前記のボディ・スプレーの 1 年後の購入者割合が 50% であったことを意識したものと
いわれるが（S3, p.46），上位 20% の高比重顧客の売上高割合が 50%，次に比重の高い中間購入
者の割合が 30%，残りの 50% を占める低比重顧客の売上高割合は 20% というものである。


























顧客対象は，同一種別の人たち（same sort of people）である。それぞれのブランド商品の顧客の
なかには確かにバリエーションはあるが，同じようなバリエーションは，他の競争的ブランド




































































































コトラーや D.A. アーカー（Aaker, D. A.）などによりこれまで流布されてきたこうした主流的な
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考え方に対する反論を，まず，展開する。






　さらに，ゲイラード（Gaillard, E.）／ロマニューク（Romaniuk, J.）により 2007 年発表されたと
ころの，13 商品種の 130 ブランドのイメージについての調査によれば，ある特定のブランド


















































が当該ブランド商品購入の基準価格（reference price, or price recall）となって，低価格が終わった後，
旧来のロイヤルティ顧客のなかには，顧客離脱となるものがあったり，低価格の間だけ顧客と
なって低価格の利得だけを取得するものが結構いるからである。これは，一般に，基準価格効
果（reference price effect）といわれ，事後の否定的効果（negative after-effect）といわれるものである。
　第 2 に注目されるべきことは，その場合，前述の「二重の不利」に似た現象が起きることで


















































































れている。例えば，グーグルは 1995 年に発足したものであるが，2009 年すでにブランド価値
が 1,000 億ドルに近い大企業になっている。これなどはチャッサー（Chasser, A. H.）／ウォルフェ






（Walsh, G.）／ビーティ（Beatty, S. E.）／ホロウェイ（Holloway, B. B.）は，2011 年の論考で，直接的
には企業名声についてであるが，「消費者を基盤とした企業名声セグメント化論」（consumer-based 
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Principles of Brand Competition: 
Relationships between Strong and Weak Brands
Shoichi OHASHI
Abstract
Brand strength is one of the most essential issues today. In recent years, papers by 
Sharp et al. （2010） and Hollis （2010） have shed new light from the viewpoint of brand 
competition against the generally accepted prevailing theories. This paper surveys their 
outlines, arguing their significance as a sort of brand theories in the context of present 
globalized competitive economy with the inclination to neo-liberalism.
